
別:3
第 1号様式 (第11条

の排出量等

その他のすし球
温暖化対策に

ては人にあ,ては そ打波ど代まセの氏名 角 名‖11ヌ

京丹後市 市 長 中 山

第13条 第 14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 新規)

よる温室効果
ガスの削減量
等

は所 (は人にあっては 工たる▼材所の所在地)

京丹後市峰山旧T杉谷 889脅 地

京都府地球温暖化対策条例施行規則第〕0条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算
して,500キロリットル以上))

京都府lt球温暖化対策条例施行規負り第10条第2号スは第3号該当事業者 (大規模選送事業者
はバス100台以上/タ クシー〕50台以上/鉄 道車両150両以上)

(トラック又

京都府lt球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (そのfLの温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3000トン以上))

エネルキー消費量の抑制、廃策物焼却量の抑制

的な取組及

用出 ( L P C )

平成16年度
(二酸化炭素提算 (1)

対策等の区分

力又は熱の

計―削減等合計)
既に策定済みの市地球温暖化対策実行計画では、基準年度を平成16年度、平成18～22年度を計画期間とし
ており、目標年度のCHC排 出量を基準年度比△4%以 上と定め、同時に今後の市民生活の利便性向上及び生
お術生の確保のためにrEk怖拡充が行われる汚水処理事業 (公共下水道事業 集 落排水処理事業 し尿処理事
業)を 除く事業ついては基準年度比△88%以 上削減 汚 水処理事業については165 %増 以下にrrn制と定めて
いる。
なお、当削Ft計画における目標値は 上記計画に比して大きな値となっているが これは市が主体的に 1ヽ
rl策を実行し、肖1減量を把握することが困難となった平成18年度指定管型者移管済み施設に出来する発生量
を全て減算したためであり 指定管理者移管事業を除く活動のみでの高J減率は約△15%となる。


